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１Ｈ０１ 

ポストコロナを見据えた中小企業が取り組むべき経営課題 

 

 
○山﨑宏之（合同会社山﨑宏之事務所） 

info@DrYamasaki.com 

 

 
1. はじめに 

 ウィズコロナにあって，企業はテレワーク，ソーシャル・ディスタンス，ニュー・ノーマルなどの状

況への即応が求められている。そうした中で重要なのは地域創生を念頭においた「補完と連携」である

［1］-［5］。ウィズコロナでは実に複雑な様々な中小企業への公的支援制度が実施されている。中小企

業はこれら制度の概要を把握し，ポストコロナを見据えた国際競争力の維持・向上を目指して，これら

を活用したさらに踏み込んだ経営改革を進める必要がある。製造業を中心とした企業においては，感染

対策を徹底し，まず第 1 に従業員の健康を維持・増進を確保すれば，幾らでも活路を見出せると考えて

いる。本稿では関西地域を取巻く経営環境，筆者が重要と考えるウィズ・ポストコロナにおける公的支

援策を概観し，ポストコロナを見据えた企業が取り組むべき経営課題の内，特に「働き方改革」「従業

員等の健康管理」について所見を纏める。 

 
2. 地域を取巻く環境 

 関西のイノベーションを創発するプラットフォームのネットワーク化を示す（図 1）。本項においては，

今後のビジネスチャンスを掴む上で重要と考える「スタートアップ・エコシステム拠点都市」「地域オ

ープンイノベーション拠点選抜制度（J-Innovation HUB）」「産学融合先導モデル拠点創出プログラム

（J-NEXUS）」についてその概要を記す。 

 
2.1. スタートアップ・エコシステム拠点都市 

 2019 年より，内閣府は文部科学省・経済産業省及び各関係省庁と連携し，世界に伍する日本型のス

タートアップ・エコシステムの拠点の形成と発展を支援している。スタートアップや支援者の一定の集 

 

  図 1．関西のイノベーションのプラットフォームのネットワーク化（文献［6］に山﨑加筆） 
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積と潜在力を有する都市に対し，地方自治体，大学，民間組織等が策定した拠点形成計画を認定し，選

定された都市に対して，文部科学省・経済産業省はじめ各省庁と連携して国の補助事業，海外展開支援，

規制緩和等を積極的に実施している［7］。 

 2020 年 7 月，「スタートアップ・エコシステム拠点都市」として以下が選定された。「グローバル拠

点都市」として，①「スタートアップ・エコシステム 東京コンソーシアム （東京都，川崎市，横浜

市，和光市，つくば市，茨城県等）」，②「Central Japan Startup Ecosystem Consortium （愛知県，

名古屋市，浜松市等）」，③「大阪・京都・ひょうご神戸コンソーシアム （大阪市，京都市，神戸市等）」，

④「福岡スタートアップ・コンソーシアム （福岡市等）」。「推進拠点都市」として，①「札幌・北海道

スタートアップ・エコシステム推進協議会 （札幌市等）」，②「仙台スタートアップ・エコシステム推

進協議会 （仙台市等）」，③「広島地域イノベーション戦略推進会議 （広島県等）」，④「北九州市 SDGs

スタートアップエコシステムコンソーシアム （北九州市等）」が選定された［8］。 

 
2.2. 地域オープンイノベーション拠点選抜制度（J-Innovation HUB） 

 2020 年 2 月に第 1 回公募が開始された事業で，大学等を中心とした地域イノベーション拠点の中で，

企業ネットワークのハブとして活躍している産学連携拠点を評価・選抜することにより，信用力を高め

るとともに支援を集中させ，トップ層の引き上げを促す制度。「国際展開型」1と「地域貢献型」2の 2 類

型がある。第 1 回及び第 2 回公募結果を図 1内に併せて示す［9］。 

 
2.3. 産学融合先導モデル拠点創出プログラム（J-NEXUS） 

 2020 年 6 月に第 1 回公募が開始された事業で，府県域を超えた地域ブロックに，マルチステークホ

ルダー（大学・公的研究機関・産業支援機関・企業・経済団体・金融機関・ベンチャーキャピタル・地

方自治体等）による産学官連携のネットワーク創設と産学融合による研究開発・事業創出の取組を加速

化するプログラム。①「創出エリア支援型」及び②「Ｆ／Ｓ調査支援型」の２つの支援形態から構成さ

れている。第 1 回公募においては，①に全国で，近畿圏と北海道圏の 2 ヶ所のみ採択された。ちなみに，

第 2 回公募においては，①に富山県・石川県・福井県の北陸エリアの 1 ヶ所のみ採択された［10］。 

 第 1 回採択事業としての「産学融合創出エリア 関西イノベーションイニシアティブ（KSII）」の参

画機関を表 1 に示す［11］。 

 
3. ウィズコロナ・ポストコロナにおける公的支援策 

 令和 2 年度第 3 次補正予算にて，「中小企業等事業再構築促進事業（事業再構築補助金）」（図 2）とし

て，令和 3 年 3 月第 1 回公募が開始された［12］。また，令和 3 年度（2021 年度）経済産業関係税制改

革（DX 投資）として，DX 投資促進税制（所得税・法人税・法人住民税・事業税）の創設を十分念頭

に置く必要がある（図 3）［13］-［15］。そのためには，前段として所謂「経産省 DX レポート」の概

要を抑えることも重要である。 

表 1．J-NEXUS 第 1 回採択事業産学融合創出エリア 

関西イノベーションイニシアティブ（KSII）参画機関［11］ 

 
1 海外・国内グローバル企業との産学官連携活動を積極的に行い，今後の更なる海外展開を目指している拠

点。 
2 地域の課題解決や地域経済の振興等を目指し，地域の企業や地方公共団体との産学官連携活動を積極的に

行っている拠点。 
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図 2．中小企業等事業再構築促進事業における対象者・対象行為・補助率等［13］ 

 
図 3．DX（デジタルトランスフォーメーション）投資促進税制の制度概要［15］ 

 

3.1. 中小企業等事業再構築促進事業 

(1) 事業目的・概要 

 新型コロナウイルス感染症の影響が長期化し，当面の需要や売り上げの回復が期待しづらい中，ポス

トコロナ・ウィズコロナ時代の経済社会の変化に対応するために中小企業等の事業再構築を支援するこ

とで，日本経済の構造転換を促すことが重要である。そのため，「新分野展開」「事業転換」「業種転換」

「業態転換」または「事業再編」という思い切った事業再構築に意欲を有する中小企業等の挑戦を支援

する。 

 
(2) 成果目標 

 事業終了後 3～5 年で，付加価値額の年率 3.0％（一部 5.0％）以上増加，または従業員一人当たりの

付加価値額の年率平均 3.0％（一部 5.0％）以上の増加を目指す。併せて本事業における対象者・対象行

為・補助率等を図 2 に示す［13］。 

 
3.2. 経産省 DX レポート 

 経産省では，2018 年 9 月に「DX レポート～IT システム「2025 年の崖」の克服と DX の本格的な展

開～」を公表して以降，DX 推進ガイドラインや DX 推進指標を公開し，我が国企業の DX の推進に資

する施策を展開してきた［16］。その後，経産省ではコロナ禍により企業がさらされた環境変化を明ら

かにし，これを契機として我が国企業の DX を加速していくための課題，及び対策のあり方について議

論を行うべく，2020 年 8 月に，「デジタルトランスフォーメーションの加速に向けた研究会」（及びワ

ーキンググループを立ち上げて議論を重ね，同年 12 月，同研究会の中間報告書「DX レポート 2（中間

取りまとめ）」を発表した［17］。2021 年 1 月の総理大臣施政方針演説においても，「デジタル庁の創設
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は改革の象徴であり，組織の縦割りを廃し，強力な権能と初年度は 3,000 億円の予算を持った司令塔と

して国全体のデジタル化を主導する」と述べられた［18］。 

 
4. ポストコロナを見据えた企業が取り組むべき経営課題 

 従来の働き方改革の潮流の中，ウィズコロナ・ポストコロナの視点を加味し，それぞれの企業に合っ

た方策を考える必要がある。特に製造業の場合，従業員の健康の維持し，公的支援策を活用すれば，幾

らでも飛躍のチャンスはあると考える。 

 
4.1. 働き方改革 

 働き方改革は，元々少子高齢化を背景とした「長時間労働の是正」「柔軟な働き方ができる労働環境

の整備」「雇用形態に関わらない公正な処遇」「ダイバーシティの促進」等，様々な取り組みがなされて

いるが，ウィズコロナの影響により，その方向性はさらに変化している。 

 リモートワークも，柔軟な働き方改革を加速するもので，通勤時間の削減，育児への参加，地方の希

望の土地での転居も可能にし，ライフスタイルにより就業場所を選択出来る時代となった。自宅近くの

サテライトオフィス等，企業の本拠地から離れた場所での働き方，仕事と休暇を兼ねた“ワ―ケーショ

ン”という働き方も生まれてきた。 

 ポストコロナでもこの流れが止まることはあり得ず，リモートワークがなくなり，全ての社員がオフ

ィスに集まる従来方の働き方に戻ることはないと考えられる。仕事以外の地域活動への参画等，「豊か

で多様な生き方」が希求される傾向が強い。 

 
4.2. 従業員等の健康管理 

(1) 健康経営優良法人 

 経産省は健康経営の普及促進に向けて，次世代ヘルスケア産業協議会健康投資ワーキンググループ3に

おいて「健康経営優良法人認定制度」4の設計を 2016 年より実施している（図 4，2017 年に第 1 回認定）

［19］。 

 直近では，2020 年 3 月，4 回目となる「健康経営優良法人 2020」が発表され，大規模法人部門に 1,481 

 

図 4．経済産業省の健康経営に係る顕彰制度について（全体像）［19］ 

 
3 日本健康会議健康経営500社ワーキンググループ及び中小1万社健康宣言ワーキンググループと合同開催。 
4 地域の健康課題に即した取組や日本健康会議が進める健康増進の取組をもとに，特に優良な健康経営を実

践している大企業や中小企業等の法人を顕彰する制度。 
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法人（うち 500 法人を「ホワイト 500」とする），中小規模法人部門に 4,723 法人が，日本健康会議5よ

り認定された。また，2021 年 3 月，日本健康会議により，「健康経営優良法人 2021」として，大規模

法人部門に 1,801 法人（上位法人には「ホワイト 500」の冠を付加する），中小規模法人部門に 7,934

法人（上位法人には「ブライト 500」の冠を付加する）が認定された。 

 第 5 回目となる今回 2021 年は，①「経営理念（経営の自覚）」，②「（健康づくりのための）組織体制」，

③「制度・施策・実行6」，④「評価・改善」，⑤「法令遵守・リスクマネジメント」の各項目に関して評

価がなされ，コロナ禍における項目として③の中に「感染症予防対策」が新たに加わった。 

 
(2) （公財）兵庫県勤労福祉協会認定「ひょうご仕事と生活の調和推進企業」 

 勤労者にとって，長時間労働や雇用条件格差の是正を柱とする働き方改革と併せて，ポストコロナ社

会を見据えた新しい働き方が加速するなど，就業環境は今大きく変わろうとしている。 

 （公財）兵庫県勤労福祉協会（以下「協会」）7は，県内の中小企業等がこうした環境変化に的確に対

応しつつ活力を増進し，従事する勤労者やその家族の福祉向上が図られるよう，国・県・市町の施策，

労使団体等関係機関と連携を図りながら，①ワーク・ライフ・バランス（WLB）の促進，②勤労者等の

文化・スポーツ・レクリエーション活動の推進，③勤労者福利厚生の充実，④労働・勤労者福祉の調査

研究・情報提供・相談の 4 つを重点課題として総合的に事業を推進している［20］。 

 協会は特に企業に人材確保や業務効率の向上をもたらし，勤労者に働く意欲や働きがいをもたらす

WLB の取り組みを全県的に推進する拠点として，兵庫県・連合兵庫・兵庫県経営者協会8との協働によ

り「ひょうご仕事と生活センター」（以下「センター」）9を設置し，WLB 推進企業の発掘・育成・顕彰

スキーム（宣言→認定→表彰）10を活用してその量的拡大と質的向上を図り，企業等の取組段階に応じ

た支援を展開している。 

 そして，センターは，ウィズコロナの長期化とポストコロナを見据え，テレワークをはじめとした「新

しいワークスタイル」にも対応するなど，センターが蓄積してきた経験・ノウハウを総動員し，50 年，

100 年と続く健康長寿企業をより多く生み出そうとしている。 

 協会により各地域・各業種において WLB 先進企業として，先導的・模範的な取組を実施していると

認定された企業は，取組事例を様々な機会・媒体で広く発信することにより，兵庫県，全県的な WLB

の意識醸成に寄与している。 

 
5. むすび 

 ウィズコロナ時代の中小企業政策の基本を理解・活用し，日々の経営に反映し，特に従業員等の健康

管理を推進すれば，2025 年大阪・関西万博の開催等，地域経済活性化の好機も控え，ポストコロナに

向けて活路は拓けるものと信じる。 
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